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序一本稿の諜題と自的
星野 豊
本稿は、学校lにおいて、生徒2~こ対して行われる処分(以下、「学校内処分J と
いう)の特徴と問題点とについて、専ら法律学的な観点に照らして、若干の検討を
試みるものである O
局長日のとおり、学校は教育機関である以上、その行動は、大なり小なり「教育的
配慮jに基づいたものであることがl暗黙の前提とされており、生徒に対ーする処分も
その例外ではない又、法律上問題とされる非違行為は、少なくとも理論上は、
l ここでいう「学校jは、広く教育機関を指すものであり、大学、専門学校、高等学校、
中学校、小学校等を全て含むほか、特仁断りのない限り、国立公立、私立を全て含むもの
とする。但し、個別の事例について厳密に考えようとした場合には、学校の種類によって
教育目的や教育方針が相当程度異なりうる以上、本稿での議論はあくまで一般的概括的な
ものであることは言うまでもない。
2 学校の種類によって、学生、生徒、児童等と厳密な法律上の呼称は異なっているうえ、
これらの者が、その成長の度合いに応じて、自律性や批判能力等が大きく異なることは明
らかであるが、前述のとおり、本稿はあくまで一般論としての概括的な議論を行うことを目
的とするため、以下では、特に区Bりする必要がない限り、 f生徒Jで代表させることとする。
3 学校教育法第11条では、 f教育上必要があると認めるときJに、校長及び教員が児童、生
徒及び学生に懲戒を加えることができる、と規定されている O
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学校内処分が行われるか否かに関わらず、民事及び刑事の裁判等4において、その
必要に応じて法律上の判断が下され、かつ、執行されることにより、社会的には相
応の対処がなされる筈のものであるから、さらに重ねて学校内処分を科すことは、
非連行為を行った生徒に対する制裁としても、被害者等が存在した場合における救
済としても、やや過剰なものとの評価が生じうるD 従って、生徒の非違行為に対す
る学校内処分にあっては、当該行為が民事及び刑事の裁判でどのような法律上の評
価を受けうるかという考慮というよりも、むしろ当該学校の志向する教育目的に
員IJって、当該学校における教育の一環としての f処分」が行われる方が、学校内処
分の本来の性格に合致するものとなると考えられるから、処分の結果が当該行為に
対ーする法的な評価と完全に一致しない部分が出てくることも、当該処分が「教育的
配慮」に基づくものである限り、必要かっ妥当ということになる筈である O
しかしながら、学校の行為がいかに「教育的配意Jに基づいて行われるものである
としても、学校内処分が法的な妥当性や均衡を無視して無軌道に行われることによ
り、学校がいわゆる「治外法権jとなってしまうことは、社会の中における学校の位
鐙づけとして、決して望ましいとは思えない。特に、学校内処分は、専ら学校関係者
のみによる協議と決定とに委ねられることが通常であるため、ともすると学校外から
の批判的視点や客観的視点が及ばなくなり、結果として教育の対象である筈の生徒の
人格形成に悪影響が及びうるという、学校の本来の目的に反する恐れすら生じかねな
い面があることも、十分注意が必要であるD
実際、非連行為への対処として理論的に最も望ましいことは、当該行為に対する適
切な制裁を科し、被害者が生じた場合にその救済を講ずると共に、当該行為が反復継
続することのない社会環境を形成することであり、これは、法律上の対処にあって
も、学校における教育的配慮にあっても、基本的に共通する筈である。従って、学校
内処分の特徴と問題点とについて、法的な妥当性や均衡という観点から検討を加えて
みることは、必要かっ有益なものと忠われる O
本稿は、以上のような問題意識に基づき、学校内処分の法的妥当性について、い
くつかの典型的局面を捉えて、やや実験的な観点を含め、検討を加えてみようとす
るものである口以下では、まず、学校内処分において暗黙の前提とされている「教
4 刑事の場合、犯罪者が少年であれば少年法等による当該少年の更正等に配慮した手続が
行われ、又、民事においては、加害行為を行った生徒等の責任能力によっては保護者が実
質的当事者となる等の法律上の問題があるが、ここでは裁判を中心とする日本の司法体制
の下での「法律上の対処jという程度に概括的に表現している。
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育的配層、jの実質について、やや一般的に検討を加えた後(2 )、従来の裁判官~で
効力が争われることの多い「退学勧告処分jを取りあげ、その法的妥当性について
議論する(3 )。さらに、学校内処分と法律上の制裁との均衡とが最も典型的に問
題となりうるカンニングに対する処分(4 )、及び、社会的不祥事が生じて学校が
社会的な非難を受けた場合における、学校内処分における学校側の裁量のあり方を
議論する(5 )口そのうえで、近時の米留において学校内処分の具体的運営方法と
して提唱されている 「ゼロ・トレランス (ZeroTolerance)方式Jの是否について比
較検討し(6 )、最後に、学校内処分における「法的妥当性Jについて理論的観点
から再検討し、今後の議論の方向性について考えてみる(7 )。
2 学校内処分における「教育的配慮J
学校内処分における「教育的配慮jについては、実質的に 2つの相反する側面が
ある O 第lに、処分の対象とされる当該生徒に対する「教育的配j意Jが行われるべ
きことは、当該処分が学校における教育の一環として行われる以上当然、のことであ
り、ここでいう「教育的配慮jの最終的な目的は、当該処分の対象とされる生徒の
健全な人格形成にある O これに対して第2に、当該処分が行われる生徒以外の生徒
に対する f教育的配慮jも、当該非違行為の反復継続を防止するために実質上無視
できない側面であるが、この場合における f教育的配慮」の具体的内容には、当該
他の生徒らの健全な人格形成という点に加えて、学校内の秩序の維持、さらには、
非連行為を行った生徒と他の生徒とのi習における取扱の公平という、必ずしも
に次元の一致しないものが含まれている O
学校内処分における「教育的配慮」が、当該処分を受ける生徒に対する教育的配
慮を中心とすると考えた場合には、当該処分の結果が当該行為に対する法律上の対
処と軌をーにしないことは、理論上もそれ程特異なことではない。すなわち、この
場合において、非違行為に対してどのような処分を行うことが最も教育上妥当で、あ
るかは、当該非違行為の内容や結果というよりも、むしろ当該非違行為を行った生
徒の人格の発達状況に応じて判断されるべきことになるから、例えば、非違行為を
行った生徒によって処分の内容が異なることは、ある意味で、当然のこととなるし、
処分の内容や処分の事実、さらには非違行為の事実自体を公開しないという対処に
ついても、その妥当性が肯定されることとなる O
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しかしながら、上記のような「教育的配車jに関するある意味での限定的な考え
方が、当該非違行為に対する法律上の対処との関係のみならず、それ以外の生徒に
対する f教育的配慮jとの関係でも問題を生じさせることも、以下に述べるとおり
明らかである。
すなわち、同様の非違行為を行った生徒相互間で、学校内処分の結果に差が生ず
ることは、当該生徒らの従前における行動の関係でのいわゆる「情状jの差を考慮
したとしても、学校内処分における生徒間の「公平な取扱jとの関係で疑念を生じ
させる可能性があるし、全部又は一部の非違行為に関して、その処分内容や処分の前
提となるべき事実関係を公開しないことに到っては、学校内処分の「妥当性j自体の
客観的検証を行うことを事実上不可能とさせるほか、非違行為の事実自体が他の生徒
に対して認識されないことにより、当該処分を通じた他の生徒に対する「教育的配
意」の可能性が、理論上なくなる恐れすら生ずる
他方、処分される生徒以外の生徒に対する関係で、同種の行為の反復継続を強く
防止しようとする場合には、当該行為に対する処分を可能な限り重くすると共に、
これを公開して他の生徒に対ーする警告とすることが、容易に考えられる方法である
が、これが果たして処分を受ける生徒に対する「教育的配慮」として妥当であるか
は、大きな疑問として生ずるところである九
以上のとおり、学校内処分において暗黙の前提とされる「教育的配慮」には、実
質的に相反する 2つの側面があり、そのどちらを強調すべきかによって、現実に行
われる学校内処分の軽重はもとより、処分の内容や前提となった非違行為の事実自
体を公開すべきか否かという学校内処分の運用に関する具体的対処が、大きく異
なってくることとなる。
さらに、学校内処分における[教育的配慮」には、以上の点のほかにも、その構
造上、理論的な問題点を抱えている D すなわち、非違行為を行った生徒に対する最
も厳重な処分が、当該学校からの除籍処分又は退学処分であることは明らかである
5 もっとも、法律上の対処においても、刑事における微罪処分や起訴猶予処分、あるいは
民事における和解等を見れば明らかなとおり、全ての事実関係が公1mされているわけでは
なく、さらに社会秩序の指標としての「判例jとして公開される事件は、全体のうちごく
僅かであることを考えるならば、処分の内容や前提事実を公開しないという対処が、必ず
しも法律上の対処と比べて異質であるとは言えないかもしれない。
6 このような場合、重い処分を回避するため、非連行為の事実自体を認知しないという対
処も現実的に生じうるところであり、その結果として、生徒!習の取扱の公平という点から
すれば、さらに問題が大きくなるわけである。
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が、除籍処分又は退学処分は、少なくとも理論ヒは、爾後当該学校において当該生
徒に対する「教育Jを、少なくとも公式には行わないことを以て、処分の具体的内
容とするものであるから¥「生徒の人格形成」のうち少なくとも重要な一部分が学
校で行われるべきであることを強調する考え方からすれば、除籍処分や退学処分は
学校による実質的な教育の放棄に外ならないこととなり、「生徒の人格形成jのた
めの「教育的配慮Jの結果として、「教育の放棄jを容認すべきか、という、かな
り微妙な議論を行う必要が生ずるわけ-である
3 退学勧告処分の特徴と問題点
前項で議論した退学処分に内在する理論的な問題点に関する実質的な対処とし
て、現在の学校では、学校からの強制的処分としての退学処分は行わないが、生徒
に対して自主的な退学届の提出を促して事実上退学させるという、「退学勧告処分」
が行われる場合が少なからずあり、その効力がしばしば裁判上争われている。この
退学勧告処分は、生徒が自主的に退学の意思を学校に対して表明した形式を採って
いるから、退学処分が果たして「教育的配慮jでありうるか、という理論的問題を
一般的に回避することができると共に、他の生徒との関係では、非迷行為の事実や
処分の具体的内容を公開することなくして、実質的に当該生徒が処分された事実を
周知させることができることから、処分を行う学校にとっては、学校内の秩序の維
持や、他の生徒との関係での同種行為の反復継続を防止する効果も、同時に期待で
きるわけであるが、その分、形式的に「生徒の自主的判断」を求める「処分J自体
の有効性が、より厳密に議論されなければならない。
7 但し、現実に行われる退学処分にあっては、処分以後において当該生徒に対して全く教
育指導を行わないことはむしろ稀であり、事実上継続的に個別の教育指導を行ったうえで、
一定期間を経て「復学Jさせる、という措置を実質的に伴っている場合が少なくない。
従って、この場合における退学処分の「重さ」が実質的に意味しているものは、当該生徒
の履歴に公式に処分を受けたことの事実が退学の後復学という形で明記される点にあると
考えることができるo
8 もとより、この場合でも、前述した処分を受ける生徒j.、外の生徒に対する「教育的配
}，~J、特に他の生徒の健全な人格形成のための良好な環境形成と秩序維持という観点を強調
するのであれば、当該秩序を維持するために一部の生徒を退学させることは、むしろ積極
的に行われるべきこととして位置づけられる筈であるから、この点においても、どのよう
な「教育的配慮jを行うべきかによって、学校内処分のあり方は大きく異なってくること
となる。
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以下では、退学勧告処分の効力が争われた代表的な裁判例を概観することによ
り、退学勧告処分の特徴と問題点とについて、検討を加えることとしたい。
①最半IJ平成3年9月3日半IJ時1401号56頁
公刊された最高裁=j:1ji夫で、校則違反を理由とする退学勧告処分が初めて適法とさ
れた事件としては、最判平成 3年9月3日判時1401号56頁告がある。本件は、被告
私立 Yl高校に無属けでバイクの免許を取得し、バイクを購入していた原告生徒Xl
が、バイクを他人に貸与したところ、さらにバイクを転借した者が無免許運転をし
て事故を起こし述ー捕されたことにより、 Xlによる運転免許の取得等がYl高校に発
覚して、 Yl高校の校則に従い、退学勧告処分を受けた、というものである。第 l
審、控訴審とも、退学勧告処分が有効で、あると判示した10のに対し、 Xlは、バイク
に関するいわゆる「三ない原刻J(運転免許を取らない、バイクに乗らない、バイ
クを買わない)に恭づく校長IJの憲法適合性等を争い、最高裁に上告したが、最高裁
は、次のように判示し、 Xlの上告を棄却した。
f私立学校である Yl設置に係る高等学校の本件校則及びXlが本件校則に違反し
たことを理由の lつとしてされた本件自主退学勧告について、それが藍接憲法の右
基本権保障規定に違反するかどうかを論ずる余地はないものというべきである。j
fなお、所論は、原判決は Xlが自発的に退学を提出した旨認定したとしてこれを
非難するが、 J京判決の認定判示するところは、 YlはXlに対して自主退学を勧告し
たもので退学処分をしたものではないというにとどまるのであって、右Il非難は当
たらない。JrXlの行為の態様、反省の状況及びXlの指導についての家庭の協力の
9 本件の第 1審は、千葉地判昭和62年10月30日判時1266号81頁、控訴審は、東京高判平成
元年3月11ヨi昭和62年(ネ) 3493号判例集未登載。 *{~I二の評釈として、恒JII 隆生・別ジュリ
154号(憲法判例百選 I第4版)54頁 (2000年)、向‘別ジュ 1)130号(憲法判例吉選1第3
版) 54 頁(l9945~ミ)、坂本秀夫・別ジ、ユリ 118号(教育判例百選第 3 版) 130頁(1992年)、下
村哲夫・ジュリ991号90頁(1991:i'j三)、判例ダイジ:スト・季初教育法88号161頁(1992年)、
背柳幸一-法教138号(~!J 1Bl :l:リ例セレクト引) 7頁(1992年)、西村峯裕=間宮j主平・産大法
学(京都産業大学)26巻3・4号104頁 (1993i!三)、小林武・民商106巻2号117頁 (1992:i'三)
がある。
10 但し、第 l審は、退学勧告処分を懲戒処分とし、校長の裁量の範囲内にあるか否かにつ
いて退学処分に準じて考察する必要があると判示したのに対し、控訴審は、退学勧告処分
は退学処分と本質的に異なるものと判示しており、退学勧告処分に対する捉え方が大きく
à"~なっている点に注意が必要で、ある。
1 当時の判決文は縦書きであり、本稿は横書きであるため、一部表現に違和感が生ずる部
分があるが、特に修正することはしない。
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有無・程度など、 j京審の確定した事実関係の下においては、 X1に対してされた本件
自主退学勧告が違法とはいえないとした原審の判断は、正当として是認することが
できる。」
②最判平成8年 7月18日判時1599号53頁
最判平成 8年 7月18日判時1599号53頁l2は、卒業す前の時期における退学勧告処
分の効力が争われた、代表的な裁判例である。
被告私立 Y2学園高校は、その校員IJの中で、原則として運転免許の取得を禁止し
ており、学校に無断で運転免許を叡得した生徒に対しては退学勧告・をする旨を定め
ていた。原告 X2は、昭和60年に Y2高校に入学し、本1~i二事何二が発生した l昭和62年当
時、 3年生として向校に在学中であった。昭和62年 7月、 X2は、学校に無断で普
通自動車の運転免許を取得したことが発覚したが、その際、「誰が言ったんです
か。jと反発するなどして、顕著な反省を示さなかった。しかし、 Y2高校は、 X2が
3年生であることを特に考慮して、今回に限り厳重注意に付することとし、 X2に
対し、本来であれば退学勧告であるが今回に限り厳重注意としたことを告げ、さら
に、相被告 Z校長が自ら X2とその父親訴外Aに直接口頭で注意をし、今後違反行
為があったら学校に置いておけなくなる旨を告げ、二度と校員Ijに違反しないよう X
2に誓わせた。ところが、その後、 X2は、前記の校則違反の罰として早朝登校を指
示されていた期間中、さらに校則に違反してパーマをかけたことが発覚した。しか
しながら X2は、パーマをかけたことが発覚した際にも、かかる事実を隠蔽しよう
としたり、訴外B教諭らに対して、「こんな下っ端の人達に話したってどうにもな
らないよJ等の侮辱的な言動をしたりするなどの態度をとった。このため、 Y2高
校は、卒業予定まで約 2カ月であった昭和63年 l月、 X2に対して前記各校則違反
を理由とする退学勧告をなし、 X2はこれに応じて同月末日付けで退学j討を Y2高校
に提出した。なお、第 l審及び控訴審によれば、 X2は、入学直後より、本件校員Ij
12 第 1審は、東京地判平成3年6月21日判時1388号3頁、控訴審は、東京高判平成4年10
月30日判時1443号30頁。本件の評釈として、小林武・民商117巻4・5号219頁 (1998年)、
星野豊 ・月刊高校教育36巻10号75頁 (2003年)、坂田仰=星野豊編 f学校教育の去ら本判例j
52頁〔星野豊) (2004年)、第 l審の評釈として、青木宏治・別ジーユリ 118号(教育判例百選
第3版)134頁(l992i]三)、米沢広一・ ジュ リ|指増1002号 (平成3年度重判)17頁(19925j三)、
中村陸男・判評395号20頁(1992年)、下村哲夫・法律のひろば44巻10号50頁 0991年)、 *1
例ダイジェスト・季刊教育法86号153頁 (1992:tl三)、松井幸夫・法セミ444号123頁(1991年)
が、控訴審の評釈として、梶村太市・行政関係*1例解説平成4年333頁(1992i]三)がある O
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違反前にも問題行動を繰り返しており、平素の修学態度、言動その他の行状につい
ても好ましくない点が少なくなかった、との認定がなされている O
本件は、以上の事実関係の下で、x2が、 Y2高校及びZ校長に対し、前記各校則は
生徒の人権を無視するものであって違法であり、従って、それに基づく退学勧告も違
法であるから、前記退学勧告に応じて提出された退学届は無効で、ある、と主張して、
生徒であったことの地位確認並びに卒業認定及び卒業証書の授与を請求し、併せてY
2高校に対し、慰謝料100万円の支払を請求したものであるD
第 l審及び控訴審は、①前記各校則に違法性はない、②本件事案の下で、校則に
従つてなされた退学勧告に違j玄・'1笠はなく、退学届は有効である、③卒業認定及び卒業
証書の授与を、 Y2高校と別にZ校長に対して請求する必要性はない、とそれぞれ判示
して、 Y2高校に対する請求をいずれも棄却し、 Z校長に対する請求を却下した。これ
に対し x2は、前記各校員Ij及び前記退学勧告処分について、憲法第13条違反、民法第
1条及び第90条違反等を主張して上告したが、最高裁は、次のように判示し、x2の
上告を棄却した。
f私立学校は、建学の精神に基づく独自の伝統ないし校風と教育方針によって教
育活動を行うことを目的とし、生徒もそのような教育を受けることを希望して入学
するものである。JY2高校は、「清潔かつ質素で流行を追うことなく華美に流され
ない態度を保持することを教育方針とし、それを具体化するもののーっとして校則
を定め・・・、運転免許の取得につき、一定の時期以降で、かつ、学校に届け出た場
合にのみ教習の受講及び免許の取得ーを認めることとしているのは、交通事故から生
徒の生命身体を守り、非行化を防止し、もって勉学に専念する時間を確保するため
であ〔り、〕同様に、パーマをかけることを禁止しているのも、高校生にふさわし
い髪型を維持し、非行を防止するためである…-から、本件校則は社会通念上不合
理なものとはいえず、 一…民法 1条、 90条に違反するものではない。JrX2の校則
違反の態様、反省の状況、平素の行;1犬、従前の学校の指導及び措遺並びに本件自主
退学勧告に歪る経過等を勘案すると、本件自主退学勧告に所論の違法があるとはい
えない。」
③東京高半Ij平成4年3月19日判時1417号40頁
東京高判平成4年3月19B:plJ時1417号40頁13は、最判平成8年事件と同じY2高校
において、 i司事-案とほぼ近接した時期に発生した事件であるが、退学勧告処分に続
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行した退学処分が違法であるとされた事例である。
前記のとおり、被告私立Y2高校では、校則において運転免許の取得を禁止して
おり、違反者には退学勧告処分を科すこととしていたが、原告生徒X3は、校財に
違反してバイクの運転免許を取得したものの、任意で、運転免許証を Y2高校に提出
し、担任である訴外C教諭は以後バイクに乗らないよう口頭で注意したのみであっ
た。ところが、 X3は、知人に預けていたバイクの修理を依頼されてバイクを持ち
返る途中当該バイクを運転し、このことがY2高校の知るところとなった。これに
対して Y2高校は、校則違反を理由に退学を勧告したが、 X3及び保護者訴外Dは、
退学勧告に従うことを拒絶したため、 X3はY2高校より退学処分を受けた。本件
は、 X3が、当該退学処分が違法であるとして、高校卒業資格を得るために別途通
学した予備校の通学費用等の損害賠償及び慰謝料の支払等計約750万円を求めて提
訴したものであり、第 l審、控訴審とも、 Y2高校の教育日的や、バイクに対する
社会的な評価、バイク事故の増加等の状況に対して Y2高校が具体的対処を迫られ
ていたこと等の事J情の下では、バイクの三ない原則を規定した校別告体には違法性
がないとしたものの、 X3が退学処分を受けるまでにおける経緯やバイクの乗車状
況等に慣らすと、退学勧告を X3が拒絶した事情があるとしても、退学処分が教育
上やむを得ないものであったとは認めることができず、懲戒権者としての校長の裁
量権の範囲を逸脱し違法である、と判示して、 Y2高校に対し、損害賠償及び慰謝
料計約100万円の支払を命じた。なお、この判決は、 Y2高校が上告しなかったた
め、控訴審段階で確定している O
以上のことからすると、現在の判例においては、①私立学校における校別の中
で、運転免許の取得や髪型に関して禁止ないし制限を加えることは、規制に合理性
が認められる眠り、原則として違法でない、②かかる校則に違反した生徒に対し、
校則に基づいて退学勧告を行うことも、原則として違法でない14、③但し、退学勧
13 第l審は、東京地*IJ平成3il三5月27fヨ半IJH寺1387号25真。本件の評釈として、世取山洋介・
別ジ、ユ 1)118号(教育*u例百選第3}坂)132頁(1992年)、土井真一・ジュリ臨増1024号(平
成4年度重判)10頁 (1993年)、伊藤芳郎・法律実務研究(東京弁護士会法律研究部) 8号
165頁 (1993年)、梶村太市・行政関係判例解説平成 4 年333頁(1992{1三)、竹~:p勲 . i去教150
号(別冊半IJ例セレクト '92) 7 頁 (1993年)、大島佳代子・ ~Iと大法学論集(北海道大学) 44巻
2号195頁(1993年)が、第 l審の評釈として、米沢広一・ジ、ユリ臨増1002号(平成3年度
重判)17頁 (1992i!三)、中村i陸男・判評395号20頁Cl992i!三)、判例ダイジェスト・季刊教育
法86号152頁 (1991i!三)、松井幸夫・法セミ443号137頁 (1991年)、西村峯裕=間宮庄平・産
大法学(京都産業大学)25巻3・4号199頁 (1992年)がある O
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告を拒絶した生徒に対して退学処分を行うことは、場合によって違法となることが
あるべとの 3点が、ほほ確立した傾向であると考えられる口これに対して、学説
の多くは、特に上記①につき、髪型や運転免許の取得に禁止ないし制限を加えるこ
とは生徒の人権を庄迫するものであって違法であるとの批判が強く、又、②につい
ても、退学勧告処分は実質的に退学処分を前提として行われ、退学勧告処分を拒絶
したとしても退学処分を受けることを示して退学勧告が行われる以上、退学勧告に
応じて提出される退学届が生徒の自主的な判断に基づくものとは言えない、との批
判を加えており 16、一般論のレベルで判例と明らかに対立している D
実際、退学勧告処分と退学処分とが、法律上質的に異なる処分であることを理論
上の前提とした場合でも、現実の局面で処分対象となる生徒ないしその保護者に対
し、どこまで、退学勧告処分の任意性が説明されているかについては、やや微妙な問
題があるように思われる。すなわち、上記の判例の一般的傾向からすれば、退学勧
告処分自体が合法であったとしても、退学勧告を拒絶した生徒に対して退学処分を
科すことが合法となるか否かは、当該生徒に対ーする今後の指導教育の可能性がある
か否かに関する個別的判断に委ねられる一方、退学勧告に応じて「任意で、j退学屈
を提出した生徒については、退学屈の有効性がj原則として認定される可能性が高
い。そのような状況の下で、かかる判例の動向を退学勧告に際して生徒ないし保護
者に伝えることは、事実上生徒ないし保護者による退学勧告の拒絶を誘発すること
になるから、退学勧告の処分としての効果を大きく減殺することが明らかである。
しかしながら他方、処分を受ける生徒の側から見た場合でも、退学勧告処分を拒絶
14 教員に対する暴力行為を理由とする退学勧告処分が有効とされた事例として、東京地判
平成13年 1月17日平成10年(ワ)26882号判例集未登載があり、又、学校が設定した生活指
導上の指導基準に関する違反行為のポイン ト制の下で、違反行為が累積したことによる退
学勧告処分が有効とされた事例として、横浜地小田原支判平成12年 8月29日判時1736号94
頁がある。
15 喫煙を理由とした退学処分が違法とされた事業として、大阪地判平成 7年 1月27日平成
5年(ワ)3052号判例集未登載、その控訴審である大阪高判平成 7年10月24日判時1561号
34頁がある。しかしながら、退学処分であるから原則として違法とされるわけでは必ずし
もなく、複数回の自宅諮慎処分の後における喫煙を理由とした退学処分が有効とされた事
例として、大阪地判平成 3il三6月28日判時1406号60頁が、又、他の生徒や教員に対ーする暴
力行為等を理由にした退学処分が有効とされた事例として、東京地判平成17年 9月27日判
例地方自治275号10頁(評釈として山口亨・月刊高校教育39巻 9号94頁 (2006年))がある。
16 小林武・前掲注9及び注12、青木宏治・前掲注12、中村陸男・前掲注12、米沢広一・前掲
注12、土井真一・前掲注目、世取山洋介 ・前掲注目、坂本秀夫・前掲注9、恒川隆生・前掲
注9参H日(。
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した場合、後続する恐れのある退学処分が違法となる可能性については、少なくと
も処分を受ける時点では明らかになっておらず、かつ、生徒の学校に対ーする従前か
らの態度等が退学勧告処分ないし退学処分の適法性の判断に影響することを前提と
すると、退学勧告処分を拒絶して学校側に対抗する姿勢を示すことが、退学処分が
適法であることの理由のーっとして認定される可能性が否定できないという、行動
選択の可能性を著しく不安定にさせる結果を生じさせていることとなる。
このようなことから考えると、退学勧告処分があくまで自主的な退学届の提出を
求める「任意jの処分であるとの裁判所の加える判示内容は、少なくとも額面どお
り受け取ることは国難と言わざるを得ず、むしろ、退学勧告処分に到るまでの過程
で、学校と当該生徒ないし保護者との開で、どの程度の話合いや指導、ないしは説
明が行われていたか、さらにその前提として、退学勧告処分を決するまでにどのよ
うな手続が規定され、あるいは現実に履践されているか、すなわち、どの程度
重なJr教育的配慮jの下に退学勧告処分が決定されるに到ったかが、具体的な判
断に当たって重視されているものと考えるべきであろう口この点から考えると、
判平成 8年の事案では、 Y2高校が数次にわたる職員会義での議論等、相当'1真意な
手続を履践したうえで退学勧告処分を行ったと認定されている一方、東京高判平成
4年の事件では、退学勧告処分から退学処分までの時間的間隔が極めて短かったと
認定されているから、今後のi可程の事案においても、具体的な処分の適法性の*IJI析
は、処分に関する手続的な側面、特に規定の有無に関わらず現実に履践された手続
の慎重さに対する評価によって、実質上判断が分かれることになるであろう 17
従って、退学勧告処分に関する前記のような判例の一般論が、今後の判例において
されていくとしても、具体的な処分の適法牲については、事案ごとに検討せざ
るを得ない面が大きいように思われるD
なお、前記各判例で問題とされた生徒の非違行為は、生徒の学校外の行為で、あっ
たわけであるが、そもそも、私立学校の校則の中で、生徒の学校外の行動をどこま
で規制できるか自体、かなり微妙な問題であると言うこともできる。例えば、バイ
クについては、 16歳以上の者が運転免許を取得できることが道路交通法等によって
17 但し、他の生徒に対ーする度重なるいじめや女性教員に対する悪質なセクハラの事実を基
にした、約半月程度の手続を経て科された退学処分が有効とされた事例として、大阪地=j1j
平成17年3月29日判時1923号69頁があるため、退学処分の有効無効に関する判断は、非違
行為の性質や当該生徒の更正の可能性等、種々の事情が総合考j草された結果と考える方が
合理的であるかもしれない。
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認められている以上、単に事故や事件の危険性が高いというだけの理由で、学校が
独自に校員ljの中で、運転免許の取得を禁止でLきるかは、法律論としてかなり難しいこ
とも事実である九さらに、未成年者の運転免許取得等については、親権者等の保
護者の承諾を前提として行われることをも考慮すると、家庭における保護者の指導
監督方針を学校が校則に基づいて介入できるとする根拠は、少なくとも校則の存在
自体のみでは正当化できない筈であり、このため、全ての判例では、生徒及び保護
者が当該校則の内容を了知したうえで入学をしていること、すなわち、家庭におけ
る保護者の指導監督方針も、実質的に校則の規制に則ったものであるとの認定を必
ず、行ったうえで、さらに私立学校独自の教育指導方針についての I~律性を一般論と
して肯定し、結論として校則の合理性を認定する形になっている O
しかしながら、学校への入学に関して、生徒と学校とが対等な当事者としての交
渉力を有しているといっ前提に立つのであればともかく、生徒ないし保護者の側
は、学校が一方的に決定した教育目的や指導方針、さらには校則等による種々の規
制に対して、個別に交渉したり規制を解除したりすることが、事実上国難であるこ
とが明らかである以上、学校への入学を希望ないし許諾し、そこから離脱する意思
を示すことなく継続して在学していることの一事を以て、家庭における指導監督方
針が学校の教育指導方針と軌をーにしていると結論づけることが、果たして説得力
のある議論であるかは何とも言えないように思われる。仮に、学校に対して生徒の
18 バイクの運転免許の取得制限を定めた校現IJに違反したとして自宅謹慎処分を受けた生徒
が、学校に対して慰謝料を請求した事業で、高知地=j:1j昭和63年6月6日判時1295号50頁、
及び控訴審である高松高llJ平成2年2月19日中Ijl寺1362号制頁は、当該校則がかなり広範留
に運転免許の取得を禁止していることを事実上認めつつ、若年者の交通事故が急増してい
た社会状況の存在、交通安全指導を行うべき体制が学校側に調っていなかった事情、保護
者側も学校の指導ないし規制に期待していた事実等を挙げ、いわゆる総合考躍の結果とし
て校則の合理性を認定している。なお、同旨の判示は、前掲最判平成3年事件の控訴審で
も見られ、交通安全指導に関しより優れた方法があることを以て校則が違法となるもので
ない、というかなり微妙な表現を用いている。なお、これらの校則におけるバイク等の規
制に対する搭:法適合性が争われた各事件の背景として、昭和50年代前後における交通事故
や少年非行事件の増加の傾向に対し、学校における生徒指導の強化が社会的に要請され、
その結果として、各学校の校則が生徒の自主的判断を排除してより強制的な性格を帯びて
いったという事情が、無視できないように思われる。学校の教育機関としての機能を生徒
の「善導jにあるかについては様々な見解がありうるところであるが、事故や事件が発生
した場合における「学校の責任Jのあり方との均衡を考慮しない限り、個々の教育機関に
おける個別的対応の妥当性に対して批判を加えることは、仮にそれが生徒の人権尊重とい
う懇法論を前提とするものであったとしても、一概に妥当とは言いきれないように思われ
る。
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人格形成に係る一般的な責任、特に社会人として成長するための教育的資任が謀さ
れていることを議論の前提とするのであれば、私立学校であることを理由とする校
則の独自性は、社会人としての一般的な能力、資質、性格等との関係で対立、抵触
するものについては、むしろ否定されるべきものとなる筈であるし、その場合に
は、個々の親権者の指導教育方針の妥当性についての一般的な指針としての、「生
徒の本分Jとは何かという検討が、改めて必要とならざるを得ないからである。
(未完)
(人文社会科学研究科准教授)
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